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( 2 ) 神田秀樹「会社法第 18版」(弘文堂 2016年) 4 頁
( 3 ) 江頭憲治郎編「会社法コンメンタール 1――総則・設立 (1)」(商事法務
2008年) 91 頁・後藤元執筆部分
( 4 ) 北沢正啓「会社法第 6版」(青林書院 2001年) 16 頁
( 5 ) 大隅健一郎「商事法研究 (上)」(有斐閣 1992年) 61 頁以下、江頭憲治郎
「会社法人格否認の法理」(東京大学出版会 1980年) 13 頁以下
( 6 ) 民集 23 巻 2 号 511 頁
( 7 ) 龍田節「法人格否認法理の最近の展開」商事法務 534 号 12 頁、江頭憲治
郎「新版注釈会社法 (1)」(有斐閣 1985 年) 73 頁参照
( 8 ) 田中誠二「法人格否認法理の問題点 (上)」商事法務 560 号 3 頁、田中誠
二「法人格否認の法理再論」商事法務 885号 2頁、蓮井良憲「会社法人格の
否認」ジュリ 451 号 98 頁
( 9 ) 前掲・江頭憲治郎「会社法人格の法理」417 頁は、同項が法人格否認の根
拠規範であることを認めながら、それに限定する必要はないとする。
(10) 大森忠夫他編集代表「注釈会社法 (1)」(有斐閣 1971年) 竹内執筆部分
136 (136)
146 頁、大隅健一郎=今井宏「会社法論上巻 (第三版)」(有斐閣 1991 年)
53 頁、前掲・蓮井良憲 101 頁
(11) 形骸化論を拡張したとされる仙台地判昭和 45. 3. 26 (労民集 21 巻 2 号 330
頁) と、それに対する批判として、前掲・「会社法コンメンタール 1――総
則・設立 (1)」後藤元執筆部分 97 頁参照。ただし、この裁判例は、不当労
働行為目的の法人格濫用の事例に関するものである。
(12) 奥山恒朗「いわゆる法人格否認の法理の実際」鈴木忠一=三日月章監修
「実務民事訴訟講座 (5)」(日本評論社 1969年) 165頁、弥永真生「法人格
の法理」倉沢=奥島編「昭和商法学史」(日本評論社 1996年) 276 頁
(13) 同旨、前掲・田中誠二「法人格否認の法理再論」4頁以下
(14) 前掲・田中誠二 4 頁、森本滋「法人格否認の法理の新展開」鈴木忠一=三
日月章監修「新実務民訴訟講座 (7)」(日本評論社 1982年) 359 頁以下
(15) 今中利昭「法人格否認論適用の限界」司法研修所論集 1977 年 1 号 111
頁
(16) 東京地判平成 2. 4. 27 判タ 748 号 200 頁は、倒産必至となった時点で、破
産会社の不動産を既設立の存続会社に譲渡した事例であり、詐害行為取消権
を行使できた事例である。
(17) 最判昭和 49. 9. 26 判タ 315号 224 頁は、子会社の株式を取締役が譲受けた
場合、株主全員の同意を得ていたときは、法人格否認の法理によるまでもな
く、取締役の自己取引規制の解釈により、適法に株式を取得できるとし、最
判昭和 46. 11. 4 判時 654 号 57 頁は、建物賃借人が事業の法人成りに伴い賃
借権を会社に転貸した場合に、賃貸人からの無断転貸を理由に契約解除を主
張して行った明渡請求に対し、法人格否認の法理ではなく、信頼関係破壊の
法理により、これを棄却し、長野地判昭和 54. 12. 24交民 12 巻 6 号 1664 頁
は、交通事故による損害賠償請求債権者からの、法人格否認の法理の主張を
排斥したが、商法 26条 (旧商法の条文であり、現行商法では 17条である。)
の商号続用の営業譲受人としての責任を肯定した裁判例であり、千葉地判平
成 21. 3. 19金商 1357 号 46 頁も、法人格否認の主張につき判断するまでもな
いとして、旧商法 26条 1項による連帯債務を認めた裁判例である。
なお、大隅健一郎最高裁判事は、最判昭和 46. 11. 4 の補足意見で、法人格
否認により無断転貸そのものを否定すべきであると述べているが、私は反対
である。同旨、前掲・後藤元 93 頁。なお、前掲・蓮井良憲 99 頁参照。
(18) 末永敏和編集代表「テキストブック新会社法」(中央経済社 2005 年) 8 頁
参照。但し、形骸化事例においては目的の要件は不要とされている。
(19) 前掲・奥山恒朗 170 頁








ンタール 1――総則・設立 (1)」後藤元執筆部分 99 頁以下外
(23) 田邊光正「新版会社法要説」(税務経理協会 2006年) 6 頁参照
(24) 合資会社の競業避止義務を回避する目的で、その営業を譲渡した上で、そ
の代表者無限責任社員が、個人として競業を行った事例につき、法人格否認





























































































































































































































































































































(25) 福岡高判昭和 43. 10. 16 判タ 228 号 183 頁、最判昭和 48. 10. 26 判タ 302 号
145頁、東京地判昭和 56. 12. 14 判タ 470 号 144 頁・千葉地裁平成 3. 7. 26 判
時 1413 号 122 頁
(26) 大阪地判昭和 60. 9. 18 判タ 572 号 80 頁
(27) 神戸地判昭和 58. 10. 4 判タ 515号 167 頁
(28) 最判昭和 53. 9. 14 判時 906 号 88 頁、大阪地判昭和 59. 6. 28 判タ 536 号 266
頁、福岡地判平成 16. 3. 25 金商 1192 号 25 頁、東京地判昭和 55. 2. 20 判タ
417 号 117 頁
(29) 前掲・東京地判昭和 55. 2. 20、大阪高判平成 12. 7. 28 金商 1113 号 35 頁、
東京地判平成 7. 9. 7 判タ 918 号 233 頁
(30) 福岡地判昭和 60. 1. 31 判タ 565号 130 頁
(31) 大阪高判昭和 61. 8. 29金商 760 号 21 頁、高松高判平成 5. 8. 3 判タ 854 号
270 頁。なお、東京地判平成 13. 1. 31 判タ 1088 号 225頁参照。
(32) 東京地判平成 22. 9. 30 判タ 1342 号 167 頁
(33) 前掲・長野地判昭和 54. 12. 24、東京高判平成 10. 11. 26 判時 1671 号 144 頁、
東京地判平成 26. 8. 11ウエストロージャパン 2014WLJPCA08118002
(34) 前掲・福岡高判昭和 43. 10. 16、松江地判昭和 50. 9. 22 判時 807 号 92 頁、
前掲・最判昭和 53. 9. 14、前掲・神戸地判昭和 58. 10. 4、前掲・福岡地判昭
和 60. 1. 31、名古屋地判平成 6. 9. 26 判時 1523 号 114 頁、岡山地判平成 12. 8.
146 (146)
23 判タ 1054 号 180 頁
(35) 前掲・大阪地判昭和 60. 9. 18
(36) 前掲・福岡高判昭和 43. 10. 16。ただし、本事例は、営業譲受人の商号続
用者責任の問題として扱われるべきであったと考える。
(37) 前掲・大阪地判昭和 60. 9. 18
(38) 前掲・東京地判平成 7. 9. 7
(39) 前掲・大阪高判平成 12. 7. 28
(40) 前掲・最判昭和 53. 9. 14、前掲・福岡高判昭和 43. 10. 16、前掲・大阪高判
平成 12. 7. 28他多数
(41) 前掲・松江地判昭和 50. 9. 22、東京地判昭和 56. 5. 28 判タ 465 号 148 頁、
前掲・大阪地判昭和 60. 9. 18、前掲・東京地判平成 7. 9. 7
(42) 前掲・神戸地判昭和 58. 10. 4
(43) 前掲・高松高判平成 5. 8. 3
(44) 東京地判昭和 50. 8. 8 判時 799 号 90 頁、前掲・松江地判昭和 50. 9. 22、前
掲・福岡地判昭和 60. 1. 31
(45) 千葉地判平成 3. 7. 26 判時 1413 号 122 頁
(46) 前掲・東京地判平成 7. 9. 7。ただし、同一破綻会社について、別の手形債
権者からの訴えにつき、法人格の濫用を認めず、請求を棄却したものとして、
東京高判平成 7. 9. 28 判タ 298 号 254 頁参照。
(47) 前掲・東京地判昭和 56. 5. 28
(48) 前掲・大阪地判昭和 59. 6. 28
(49) 前掲・大阪地判昭和 60. 9. 18
(50) 前掲・福岡地判昭和 60. 1. 31
(51) 前掲・最判昭和 53. 9. 14 と、差戻後の大阪高判昭和 54. 11. 20 判タ 408 号
123 頁他多数
(52) 前掲・神戸地判昭和 58. 10. 4
(53) 前掲・福岡地判昭和 60. 1. 31、前掲・東京地判平成 2. 4. 27
(54) 東京地判昭和 50. 5. 20金法 774 号 34 頁、なお、法人格濫用が問題とされ
るのは営業譲渡の場合が多いが、福岡地判平成 23. 2. 17 判タ 1349 号 177 頁
は会社分割につき法人格の濫用を認めたものである。
(55) 前掲・福岡高判昭和 43. 10. 16、前掲・東京地判昭和 55. 2. 20
(56) 前掲・大阪高判平成 12. 7. 28。これらの場合には詐害行為取消権や否認権
行使の対象となるので法人格否認の補充性の問題でもあるが、その適用を認
める裁判例が散見され、否定例は見当たらない。
(57) 前掲・神戸地判昭和 58. 10. 4、前掲・大阪地判昭和 59. 6. 28、前掲・東京
地判平成 7. 9. 7。なお、前掲松江地判昭和 50. 9. 22参照。
(58) 東京高判昭和 56. 6. 18 判タ 453 号 154 頁
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(59) 前掲・東京高判平成 10. 11. 26、東京地判平成 13. 1. 31 判タ 1088 号 225頁
(60) 前掲・福岡高判昭和 43. 10. 16、前掲・東京地判昭和 50. 8. 8、他に、前掲・




































































































































注(61) 仙台地判昭和 45. 3. 26 判タ 247 号 127 頁は、子会社の営業活動の主力を予
め親会社に移した事例である。
(62) 札幌地判昭和 50. 10. 11 判時 800 号 105頁
(63) 大阪地裁岸和田支部判平成 15. 9. 10 労判 861 号 11 頁
(64) 神戸地決昭和 54. 9. 21 判時 955号 118 頁、なお、大阪地決昭和 57. 7. 30 判
タ 479 号 162 頁も、解散をした子会社の従業員につき、親会社による法人格
濫用の場合に当たるとして、親会社との間に雇用関係の存在を仮処分手続に
おいて認めた事例である。
(65) 徳島地決昭和 50. 7. 23 労民 26 巻 4 号 580 頁は「解散した会社が実質上親
会社の一製造部門とみられるような場合には、偽造解散と実質上何ら差異が
ない。」とする。








(66) 神戸地裁社支部判昭和 35. 7. 12 労民 11 巻 4 号 763 頁、大阪高判昭和 37. 6.
7 労民 13 巻 3 号 697 頁、神戸地判平成 15. 3. 26 労判 857 号 77 頁
(67) 高知地判平成 3年 29日判タ 788 号 191 頁
(68) 福島地決昭和 49. 11. 18 判時 770 号 102 頁。なお、仙台地判昭和 63. 7. 1 判

























































































(69) 四宮章夫「私的整理の研究 1」産大法学 48 巻 1. 2 号 286 頁参照
(70) 民事再生法 155 条 3項は再生計画の弁済期間を 10年以内とするが、中小
企業の事業再建を念頭に置くときは、同法 229条 2項 2 号を参考とし、原則
として 3年以内、最長 5 年程度を目安とし、それを超える場合には、予め債
権者に対して、営業譲渡等契約締結前後にその内容を開示すべきであろう。
(71) 四宮章夫「私的整理の研究 4」産大法学 49 巻 4 号 108 頁参照
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